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発言のあらすじ

•２０１６年当学会国際シンポジウムでの発言の
要点

•労働時間の動向

•うつ病、自殺の動向

•労災請求－－労働関連精神疾患および自殺（過
労自殺）の動向

•この間の長時間労働とうつ病に関する重要な研
究

•「働き方改革」に対する若干のコメント等



「過重労働による健康障害と労働時間規
制」＠２０１６年当学会国際シンポ

•「職業上の問題の発生月のうつ病の発症ORは
3.12、3ヶ月後3.58等（Kendler 1998）、Job
demandは1.37～1.77、Job controlは1.38～1.41、
職場のサポート1.29～1.58（Niedhanmmer
1998）、努力報酬不均衡1.4～2.6（Tsutsumi
2004）、ハラスメント2.27～4.81（Kivimäki
2003）

•精神疾患の自殺に対するOR=3～50；うつ病20.4
（Harris 1997）

•長時間労働とうつ状態・うつ病の発症では結果
が一貫していない



モデル１
自由度＝3
カイ２乗値＝41.5
確率＝.00

裁量度 労働時間 要求度

うつ状態

モデル２
自由度＝3
カイ２乗値＝8.06
確率＝.05

裁量度 要求度

労働時間

うつ状態

●標準化総合効果●
裁量度 長時間労働 要求度

うつ状態 -0.23 -0.07 0.30

●標準化総合効果●
裁量度 長時間労働 要求度

うつ状態 -0.23 0.11 0.28

Amagasa T, et al. JOEM2012



Ａ事業所（事務系職員） Ｂ事業所（販売職員）

※ ※
※

長時間労働（週６０
時間以上労働）
＝１．５～２．７

過重労働
＝１．３～１．６

長時間過重労働
＝２．３～４．４

※統計的に有意差あり（α＝.05）
Amagasa T, et al. JOEM2012



長時間過重労働と抑うつの関係：
フォローアップ調査から（Amagasa T, et al. JOEM 2013）

6

１０倍

５
倍

リスク

ベースライン １年後

非長時間過重→長時間過重
１４．７倍（1×14.7）

長時間過重→非長時間過重
０．１１倍（0.11×１）

長時間過重→長時間過重
１．６２（0.11×14.7）

ベースライン、１
年後とも非長時間

非過重労働

１年間で非長時
間過重から「週
２０時間・月８
０時間以上の長
時間過重」労働
になるとリスク
（１５倍）

逆に長時間過重
労働から離脱で
きると予防的
（９分の１）
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社会実情データ図録http://honkawa2.sakura.ne.jp/2320.html
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https://honkawa2.sakura.ne.jp/2150.html

世界精神保健日本調査
（WMHJ-2）

・WMHJ-1の有病率と同様
・大うつ病2.5％→2.7％
・医師受診率↑↑
・2002-14年の患者調査にお
ける気分障害患者数の増加
（←）は、主にこの医師受診
率の増加によって説明できる
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「労働安全衛生に関する調
査」（厚労省）
• ２００５年
メンタルヘルス上の理由により１か月以上休業し
た労働者のいる事業所割合 ２．６％

• ２０１０年 ５．９％

• ２０１２年 ８．１％

• ２０１３年 １０．０％

• (２０１５年 労働者の割合 ０．４％）

• (２０１６年 同上 ０．４％、退職者０．２％）

• (２０１７年 同上 ０．４％、退職者０．３％）

労働安全衛生に関する調査（厚労省）；https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/list46-50.html



平成30年版過労死等防止対策白書 https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/karoushi/18/dl/18-1-4.pdf

自殺対策基本法
長時間労働者面接‘＠2006
（H18）

過労死等防止推進法
ストレスチェック制度義務
化＠2014（H26）



平成30年版過労死等防止対策白書 https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/karoushi/18/dl/18-1-4.pdf
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平成29年度「過労死等の労災補償状況」https://www.mhlw.go.jp/content/11402000/H29_no2.pdf



仕事や職業生活に強い悩み、不安、
ストレスを感じる者５８．３％

平成２４年６０．９％→平成２５年５２．３％→平成２７年５５．７％
→平成２８年５９．５％→平成２９年５８．３％

http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/h28-46-50_kekka-gaiyo02.pdf



Töres Theorell, Anne Hammarström, Gunnar Aronsson, et al. A systematic review including 
meta-analysis of work environment and depressive symptoms 2015;15:738.

仕事の裁量はメンタルに
いいOR=０．７３
裁量のなさは悪い（OR
＝１．３７）

ストレイン（高要求で
低裁量）な仕事はメン
タルに悪いOR=１．７
４・・・＞その後の
フォローアップ研究で
２～３倍

職場いじめやハラスメ
ントは精神にむちゃく
ちゃ悪いOR=２．８２



岩崎健二．長時間労働と健康問題－研究の到達点と今後の課題．日本労働研究雑誌N0.575,
2008. http://www.jil.go.jp/institute/zassi/backnumber/2008/06/pdf/039-048.pdf



労働時間とうつ病
Watanabe K, Imamura K, Kawakami N. Working hours and the onset of depressive 
disorder: a systematic review and meta-analysis. Occup Environ Med. 2016;73:877-
884

• (1) 会社や団体で雇用されている成人労働者

• (2) 多くの国や最近のILO調査で適用されている
定義に合わせて、35-40/週以上と操作的に
overtime work (日、週、月当たり)を定義

• (3)臨床医や構造化面接でうつ病と診断；自記
式調査だけのものは除外

• (4) コホート研究のみ；ケースコントロール研
究やネスティドコホート研究は採用



Overtime work and relative risks (RRs) of depressive disorder for seven studies: a random-effect 

model.

Kazuhiro Watanabe et al. Occup Environ Med 2016;73:877-884

©2016 by BMJ Publishing Group Ltd



•超過勤務（35-40時間/週VSそれ以上）とうつ病
の関係では、pooled RR=1.08(0.83, 1.3)

•長時間労働（50時間以上）とすると、RR=1.241
となるが、有意差はなかった

• 60時間以上についてみていた研究は1つだけ

• 70～80時間/週についてはデータなし

労働時間とうつ病
Watanabe K, Imamura K, Kawakami N. Working hours and the onset of depressive 
disorder: a systematic review and meta-analysis. Occup Environ Med. 2016;73:877-
884



Virtanen M et al.
Long working hours and 
depressive symptoms: 
systematic
review and meta-
analysis of published 
studies and
unpublished individual 
participant data.
Scand J Work Environ 

Health 2018;44(3):239-
250



睡眠時間とうつ病 メタ解析
Long Zhai, et al. SLEEP DURATION AND DEPRESSION AMONG ADULTS:
A META-ANALYSIS OF PROSPECTIVE STUDIES. Depression and Anxiety 32:664–670, 
2015

•７つの前向き研究；短時間睡眠 25,271人、長
時間睡眠 23,663人を正常睡眠群と比較した

•フォローアップ期間は平均 7.9年

•プールされた短時間睡眠のRRは1.31 (95% CI, 
1.04–1.64; I2 = 0%)、プールされた長時間睡眠の
RRは1.42 (95% CI, 1.04–1.92; I2 = 0%).

•感度分析ならびにサブグループ解析しても実質
的に関係は同様だった

•短時間睡眠も長時間睡眠も成人のうつ病のリス
クを高める



「睡眠負債」
西野精治. 「睡眠負債」の概念はどのようにして起こったか？. 睡眠医療2018



「睡眠負債」と様々な結果
西野精治.「睡眠負債」の概念はどのようにして起こったか？.睡眠医療
2018

•高血圧

•肥満

•糖尿病

•精神疾患

•感染症

•がん

•死亡率

•交通事故

•産業事故

•アスリートのパ
フォーマンス

•認知機能低下

•認知症



岩崎健二．長時間労働と健康問題－研究の到達点と今後の課題．日本労働研究雑誌N0.575,
2008. http://www.jil.go.jp/institute/zassi/backnumber/2008/06/pdf/039-048.pdf
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自由度＝19
カイ２乗値＝22.465
確率＝.262

「コホート」モデル（Ｎ＝２３５；事務職）

モデル適合の要約

ＣＦＩ 0.979
ＲＭＳＥＡ 0.028

標準化係数： (コホートモデル)

推定値 確率
睡眠時間 <--- F1 -0.321 ***
DEMAND <--- F1 0.716 ***
睡眠の質 <--- H1 0.322 ***
ＤＥＰ２ <--- CNTROL -0.195 0.004
残業日数 <--- F1 0.522
労働時間/週 <--- F1 0.568 ***
実質休日日数 <--- F1 -0.56 ***
ＤＥＰ２ <--- DEMAND 0.104 0.131
ＤＥＰ２ <--- 睡眠の質 -0.149 0.03

標準化総合効果 (コホートモデル)

「長時間
労働」

平均睡眠
時間

睡眠の質 CNTROL DEMAND

平均睡眠時間 -0.321 0 0 0 0
睡眠の質 -0.103 0.322 0 0 0
DEMAND 0.716 0 0 0 0
実質休日日数 -0.56 0 0 0 0
労働時間/週 0.568 0 0 0 0
残業日数 0.522 0 0 0 0
ＤＥＰ２ 0.09 -0.048 -0.149 -0.195 0.104



労働基準法第３６条の改定

• 「３６協定」の時間外労働の限度基準は、１か月
に４５時間、１年に３６０時間とする（第４項）

• 「特別条項」の上限は、時間外労働は年７２０時
間以内に設けなければならない（第５項）

• 月４５時間を超えることができるのは年間６か月
まで（第５項）

• 時間外労働＋休日労働は月１００時間未満かつ複
数月平均で８０時間以内に設定しなければならな
い（第６項）

• これらに違反した場合、６か月以下の懲役または
３０万円以下の罰金

E-Gov「労働基準法」；https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=322AC0000000049#171



「働き方改革」について

• ３６協定締結事業所は４０．５％に過ぎない（H25
年度労働時間等総合実態調査、厚労省）
①特別条項付き３６協定を締結させる（特に中小
企業）/締結してないのに残業ありは違法
②「月１００時間、年７２０時間、６か月月平均
８０時間」といった特別延長時間をより短く（労
基法第１条第２項）
③ストレスチェックの実施率をさらに上げる（特
に中小企業）
④確立されている、仕事の裁量、ストレイン（高
要求かつ低裁量）、ハラスメントを低減する

• 長時間労働、特に「超長時間労働」と抑うつ症状
やうつ病の発症との因果関係の解明を試みる研究
が、ぜひとも必要である



https://honkawa2.sakura.ne.jp/images/3810.gif



スト・レスはストレス！？
故森岡孝二先生

https://honkawa2.sakura.ne.jp/images/3810.gif



発言のまとめ

• ２０１６年国際シンポでの発言を振り返り

• 労働時間は近年減少、しかし、一般労働者の年間平均ならびに週
６０時間以上の「超長時間労働者」割合は横ばい

• うつ病は多少増加したとのデータもあるが、地域住民の精神疾患
の有病率は横ばい、患者調査の気分障害の急増は患者受診率の増
加によると推定

• 年間自殺者は減少傾向、「勤務問題」を原因・動機の一つとする
自殺者も減少だが全体に対する割合では漸増傾向

• 労災請求では、精神疾患は増勢、自殺（過労自殺）は横ばいで、
これは請求率の増加によると考えられる

• 長時間労働とうつ病についてのメタ解析では統計的に有意でない
正の小さな関係が、長時間労働と抑うつ症状についてのメタ解析
では小～中程度の正の関係が解明された

• 長時間労働、特に「超長時間労働」と抑うつ症状ならびにうつ病
の発症との因果関係を解明する研究が、ぜひとも必要


